
高エネ研南側未利用地
土地利用方針(案)について

令和３年（2021年）12月10日､12日

つくば市

高エネ研南側未利用地
約46ha

大穂交流センター

概要

県道213号線
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これまでの経過

2014年 都市再生機構から土地取得
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2015年 住民投票、白紙撤回

2017年 土地返還交渉

2017年 庁内ニーズ調査

2018年 サウンディング型市場調査

2019年 事業提案募集

利活用方針への転換

調査特別委員会の設置

令和３年度の検討 方針案の作成に至る経緯
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サウンディング型
市場調査（２回目）

調査特別委員会
からの提言

土地利用方針（案）の作成



土地利用方針の骨子
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土地利用方針の三本柱

敷地の一体的整備

公的利活用 用途地域変更

敷地全体の一体的整備
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• 土地が広大で、かつ、地域活性化や防災拠点等の
多岐にわたる複合的な施設を配置する必要性

一つの民間事業者による全敷地の一体的な整備方針

• 敷地全体のプランニングを行い、合理的かつ各施設
の有機的なつながりをもたらす整備

土地利用方針の骨子

• 複数の事業者がバラバラに施設整備をすることに
よる敷地全体の不調和を解消

【理由】

• サウンディグ型市場調査の結果で全敷地を買い取り
開発・整備していくとした民間事業者が４者



ただし、周辺の住環境や商圏等への影響を考慮し、
「地区計画」により建物等の規制誘導を行う
例)敷地内の店舗の延べ床面積を3,000㎡未満

変更前 変更後

用途地域 第二種住居地域 準工業地域

特別用途地区 第２種文教地区 ー（除外する）
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土地利用方針の骨子

用途地域変更の必要性
土地利用方針に基づく施設配置を可能にするための用途地域変更

なぜ、民間整備なのか。
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土地利用方針の骨子

公的利活用

整備する施設 防災備蓄倉庫 災害用水源 防災多目的利活用広場

概要

備蓄面積2,400㎡
～2,600㎡

井戸（飲用、生活用、
トイレ用）や耐水性
貯水槽など、非常時
の水源を確保する機
能

• 敷地面積40,000㎡以上
• 平常時は芝生広場や駐車
場等として利用

• 災害時は消防、警察、自
衛隊等活動拠点、車中避
難場所、災害時瓦礫等置
場として利用

整備主体 民 間 事 業 者

管理・運用 市が賃借 市が飲用水源を管理
災害協定等により
災害時に市が利用する

メリット 整備・施設の維持管理コストを低減する

庁内ニーズ調査に基づく防災拠点施設の整備
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売却価格設定の検討
取得原価（簿価）による売却価格設定の検討

取得原価とは
用地取得費 約66.1億円、借入利子 約2.4億円、
その他維持管理費の合計額

令和元年時の事業提案募集時の「40億円以上」は
事業者の買取希望価格を報告したもの

現況のまま敷地全体を一括売却し、売却価格は
取得原価を基準として検討中
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インフラ整備

(2)下水道整備

(1)道路整備

(3)上水道整備

敷地内のインフラは民間事業者が整備
市の責務として計画していたインフラは市が整備

民間事業者を主体としたインフラ整備



(1)道路整備
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民間事業者による整備

事業施設

【敷地内への車両進入イメージ図】

出入口設置不可

敷地内へ拡幅

出入口設置不可

事業施設

県道213号の敷地内への
道路拡幅

国道408号と県道213号の
交差点に左折車線新設

インフラ整備
左折車線の新設 右折車線の延長

※既設の右折車線の延長については、
実際の交通量に基づき市と利活用
事業者とで協議

(2)下水道整備
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課題

インフラ整備

西大通り幹線の汚水量が、
当初の計画より大幅に増加
し、施設能力に余裕がない

敷地内は民間事業者が整備
敷地外は市が整備

敷地外の下水道整備は、市
街化区域（下水道接続可能
区域）における市の整備計
画内であるため、公共下水
道として市が整備



(3)上水道整備
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インフラ整備

現時点でも、配水能力を有している
780㎥/日が配水可能な状態で、この数値でも

十分対応できる量と考えられる

さらに、令和４年度に北部低水圧対策として、
当該地周辺に市が新たな配水管設置工事を予定し
ており、配水能力は更に高まる予定

〇パブリックコメントを実施中
（実施期間：11月16日から12月15日まで）

〇パブリックコメント実施結果の取りまとめ

〇市議会への説明

〇土地利用方針の決定
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今後の進め方（予定）

〇市民への公表



【問合せ】
つくば市 都市計画部公有地利活用推進課
〒３０５－８５５５
茨城県つくば市研究学園一丁目１番地１
Tel：０２９－８８３－１１１１（代表）内線３３２２
Fax：０２９－８６８－７６４１
Mail：pln130@city.tsukuba.lg.jp
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